　研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　　南山苑　　　　　　　職　種　 看護師　　　　氏　名　 玉田 美千栄

	期　　間　　平成２０年　３月　８日　～　平成２０年　３月　８日

	出張目的　　認知症予防推進研修会

	出 張 先　　青森市民ホール

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


≪考察≫
　行政説明において、青森県における認知症対策の現状を認識することが出来た。平成17年度からの国の「認知症を知り地域をつくる10カ年」構想の中で、青森県において、平成18年度から認知症対策等総合支援事業が取り組まれている。認知症対策の課題として、地域で支える体制が未整備と言うことで、今年度と来年度でモデル地域における地域支援体制構築事業を取り組むこととしていた。モデル地域は“八戸市”と語られていたが、この事業についてはつい最近取り組みが始まったばかりである。講演の中でも“認知症対策で地域格差が大きい”と言われていたが、青森県において、認知症高齢者に対する予防・重度化防止の対策への取り組みは、十分に進んでいない現状にあると感じた。今後は、認知症予防事業普及推進事業として、合同研修（座学＋実践研修「回想法」）を導入していくとのことであった。実践研修の具体的な地域、施設は決定していないようであったが、今後の県の取り組み、方向性を考慮しながら、スタッフの研修参加など促していきたい。
　講演の中でも、再度平成19年度からの認知症地域支援体制構築等推進事業創設の話があった。各都道府県において取り組まれており、平成21年度からは全市町村において実施されるとのことであった。昨年視察研修に行かせていただいた大牟田市では、既に取り組まれていた内容である。今年と来年度1年をかけて、地域支援体制を構築しなければならない。大変なことではあるが、地域の方が安心して暮らしていくためには必要なことである。“認知症対策で地域格差が大きい”と言われるように、事業者としてその取り組みに遅れることなく、参画していきたい。認知症予防対策としては、回想法を導入しての取り組みとその効果についてであった。青森県でも来年度から合同研修が実施されるとのことであった。また、取り組みを継続するためには、効果をきちんと評価し、目に見える形にすることが大切であるとのことであった。これは、苑における学習トレーニングにおいても同様のことが言える。自分達が実施することの評価を行いながら、次に繋げていきたい。
今回の研修に参加することで、認知症対策の現状を再認識することが出来た。事業者として青森県におけるに認知症対策の現状を踏まえた上で、各施設における今後の取り組みを実践したい。
≪研修要旨≫
行政説明「青森県の認知症対策について―現状と今後の方向性―」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　県高齢福祉保険課長　　大池謙一
○県の人口の高齢化
	
	人口
	うち高齢者人口
	うち後期高齢者人口

	平成１７年
	１４３７千人
	３２７千人　（22.7％）
	１４６千人

	平成４７年
	１０５７千人
	４０２千人　（38.2％）
	２５２千人


· 30年後には、4人に1人が後期高齢者となる。
○国及び青森県の認知症対策
　国：平成17年度～　「認知症を知り地域をつくる10カ年」構想
　　　　平成17年　　認知症を知る1年
　　　～平成22年　　認知症サポーター100万人達成
　　　～平成27年　　すべての町が認知症になっても安心して暮らせる地域
　県：平成18年度～　認知症対策等総合支援事業（18～19年度）
　　　　5本の柱　 　①地域住民への普及・啓発
　　　　　　　 　 　②早期発見
　　　　　　　　　　③早期対応（在宅高齢者支援）
　　　　　　　　　　④認知症グループホーム等入所者指針
　　　　　　　　　　⑤人材基盤の強化
○青森県の認知症対策－認知症対策等総合支援事業－
①地域住民への普及・啓発
　・ラジオ番組での放送（広報）
　・啓発用パンフレット「自分らしく生きるために」を作成→近々作成予定
②早期発見
　・「もの忘れ検診」の実施
　・かかりつけ医と専門医療機関との連携体制の整備
③早期対応（在宅高齢者への支援）
　・認知症家族、当事者及び関係者向けリーフレット「認知症ケア－認知症の人と家族のために－」の作成
　・「認知症対応包括ケア提供試行事業」の実施
④認知症グループホーム等入所者
　・「認知症グループホーム等入所者指針」の作成
⑤人材基盤の強化
　・「認知症サポート医」の賛成
　・「かかりつけ医認知症対応向上研修」の実施→9名精神科医

認知症対策の取り組みに関する報告書（19年度末）　　　　認知症対策の課題と方向性
○認知症対策の課題と方向性
【課題】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【方向性】
・市町村レベルでの取り組みが不十分　　　　　　（新）認知症予防・高齢者虐待防止普及促進事業
（理解不足、位置づけない、体制が未整備）　　　　〇認知症予防事業普及推進事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・合同研修（座学＋実践研修「回想法」導入）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・総合研究会（各職種合同）
・専門性が担保されていない　　　　　　　　　　　　・介護体験談集作成
（人材育成、専門研修の必要性）　　　　　　　　　〇高齢者虐待防止等総合支援事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・高齢者虐待対応専門員の養成
・地域で支える体制が未整備　　　　　　　　　　（継）認知症地域支援体制構築等推進事業
（仕組みづくりが必要）　　　　　　　　　　　　　〇モデル地域における地域支援体制構築事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・モデル地域のネットワーク構築
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・地域資源マップ作成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・徘徊ネットワークの構築など

講演「認知症予防対策の必要性とその手法―回想法を通じて―」
講師：国立長寿医療センター包括診療部長　　遠藤英俊
認知症の現状
○認知症地域支援体制構築等推進事業の創設（平成19年度～）
　地域において認知症の人と家族を支えるため、支援を行う「資源」をネットワーク化し、相互連携を通じた地域支援体制を構築
実地主体：都道府県
事業内容：１．推進会議の創設
　　　　　２．地域支援体制構築事業（モデル地域）
　　　　　　　〇コーディネーターの配置
　　　　　　　〇地域資源マップの作成　→かかりつけ医
　　　　　　　〇地域支援体制推進事業
　　　　　　　　・コーディネーター等によるケアのサポート
・徘徊SOSネットワークの構築　　　　　　徘徊模擬訓練、地域づくり
など
　　　　　　　〇認知症対応型サービス事例の普及
○かかりつけ医と認知症のサポート医
・地域で早期発見、相談ができる体制を整える
　かかりつけ医による早期診断
　→かかりつけ医の認知症対応向上研修（約6,800人）
　→サポート医の養成研修（約350人）　　　　　　　　　
· 都道府県事業での日本医師会との協力で実施　　　　　　　認知症対策で地域格差が大きい
認知症の医療
○新しい認知症の診断
・物忘れ外来を中心に
・現病歴（短期記憶障害、見当識障害、生活機能障害）
・神経心理テスト（改定長谷川識簡易認知症スケール）
・画像診断（CT、MRI、SPECT、PET）
・総合診断（うつや治療可能な認知症の鑑別）
・超早期診断が可能になってきている（どう告知するかが課題）
・病前診断が視野に入ってきている
○軽度認知機能障害（MCI）の重要性
　・本人または介護者が記憶障害を訴える
　・年齢の割に軽度の記憶障害を認める
　・見当識や生活機能に障害がない
　・介護予防や保健事業の対象者
　　地域保健予防活動など予防的な対応を
　　地域支援事業で対応　　　（音楽療法、回想法、趣味）　　
　・要介護認定では、特定高齢者か要支援？
認知症のケア
○認知症ケアの基本的考え方
〈認知症高齢者の特徴〉
　・高齢者本人
　　記憶障害の進行→不安・焦燥感→行動障害（徘徊など）
　・家族
　　知識や理解の欠如→発見の遅れ、受容の困難性、虐待

　◎認知症ケアの基本＝「尊厳の保持」
　　「心のケア」　　　　　　　　　⇔　　　　　　「身体のケア」
　　・生活や行動全般が対象　　　　　　　　　　・食事・入浴・排泄等が対象
　　・本人のペースに合わせた対応　　　　　　　・一定の生活リズム
　　「関係性」の重視　
　　・なじみの人間関係、なじみの居住空間
　　「継続性」と「専門性」の重要性　
　　・状態変化に対応した専門的ケア（医療との適時・適切な連携）
　　・高齢者本人の意思の代弁
○認知症の患者さんに接する時の視点
　１．強い不安の中にいることを理解して接する
　２．外来での医師への態度は、ご本人の一番良い状態を見せていることが多い
　３．感情面は保たれているという認識で接すること
　４．認知症の症状は基本的には理解不能として接する
　５．いつもと様子が違うと感じたら身体合併症のチェックを
認知症の予防
○認知症の介護予防
　①40歳からの生活習慣病の予防
　②60歳以降のライフスタイルの確立
　　 対人交流・社会性の促進（閉じこもり予防）
　③70歳以降の認知症の予防プログラムの開発と実践
　　 ダンス、運動、趣味、回想法、音楽療法等
〇認知症予防に回想法
· 集団回想法は認知症の意欲改善等に有効
　グループのバランス
　リーダーの視点
· 北名古屋市回想法センター
　回想法キット
　パソコン回想法
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実践研修


地域型　１市町村


施設型　１箇所





2年（19・20年度）　八戸市がモデル





平成21年～


全市町村へ





・認知症の進行を遅らせる


・地域住民の啓蒙





・続けるためには、効果を評価する。


・20年度は回想法の実践研修を予定。








